別紙１（様式第１号関係）
事　業　計　画　書
１　申請者の概要
補助金の交付対象者の確認（当てはまるところにチェック）
	業種
	□製造業　　（業種：　　　　　　　　　　）

	保有設備
	以下のいずれかにチェックを入れること
□県内の事業所に金属の溶解炉を保有している
（溶解能力：○kg/回×●基又は○kg/時間×●基）
□県内の事業所に鍛造用加熱炉を保有している（●基）

	決算書
（直近３期分）
	□貸借対照表　　□損益計算書　　□製造原価報告書　　□販管費内訳書
□個別注記表　　□試算表（決算期から６か月以上経過している場合に提出）

	県内全事業所における
常用従業員数
	□301名以上（○名）
□300名以下（○名）
従業員名簿（別紙４）を添付

	その他要件
	以下をすべて満たすこと
□要綱別紙「暴力団排除に関する誓約事項」のいずれにも該当しないこと
□島根県税の未納の徴収金がないこと

	今回の申請内容と重複または関連する内容での、県等の補助金等の実績説明（申請中の案件を含む）
	チェック後、①～⑦に詳細を記載すること
□今回の申請内容と重複する内容で、申請中の補助金等がある
□今回の申請内容と関連する、交付決定済み又は申請中の補助金等がある

①事業名称
②事業概要
③事業の実施期間
④補助金等の交付機関
⑤補助金額
⑥本事業との相違点
⑦事業成果



２　補助事業の内容
	（１）事業の概要
①事業名：
　
②事業概要：
※事業目的・導入設備・取組内容・期待効果について200字程度で記載してください
　　
③事業実施場所：島根県〇〇市


	（２）事業内容
　①企業・製品・技術・既存事業等の概要

[bookmark: _GoBack]②自社の現状分析（外部環境、内部環境と問題認識（人材定着・確保や暑熱対策など、職場環境に対する問題点）等について記載）

③当事業での具体的な取り組み内容
※現状の取り組みや課題、導入設備等の概要・特長・効果などを記載

④当事業の実施体制（事業に関わる担当者の氏名・所属・役職・役割等）
	氏名
	所属
	役職
	役割

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



⑤事業年度が複数年度に及ぶ理由（該当の場合のみ記載）



	（３）当事業の目標（期待する効果・あるべき姿、どのように人材定着・確保に寄与するか、などを定量・定性的に記載）




· 書ききれない場合は，複数の用紙に記載すること。
· 必要に応じて別紙を用いること。
 

